（様式第１号）
　　年　　月　　日

　富山県人材活躍推進センター
会長　新 田 八 朗　殿

                              　所在地
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　      
                　　　　　  　 
令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業費
補助金交付申請書

令和３年度において地域外副業・兼業人材活用促進事業を実施したいので、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金として金　　　　　　　円を交付されるよう地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱第５条第１項の規定により次の関係書類を添えて申請します。





　　関係書類
　　１ 補助事業者概要書（様式第２号）
２ 事業計画書（様式第３号）
３ 事業計画内訳書(様式第４号)
４ プロフェッショナル人材の住民票の写し、履歴書及び職務経歴書の写
５ プロフェッショナル人材の活用に関する業務委託契約書の写し又は
これに代る資料
６ 補助事業者の登記事項証明書の写し（法人である場合）
７ 補助事業者の会社案内又はこれに代わる資料
８ 補助事業者の納税証明書（県税及び国税に未納がないことの証明）
９ その他富山県人材活躍推進センターが必要と認める資料


（様式第２号）

令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業
補助事業者概要書
	補助事業者名
	

	住所
	〒

	担当者
	部署・役職
	

	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－Ｍａｉｌ
	

	事業者の概要
	（設立年月日、資本金、従業員数、業績及び主な取扱品等を記載）





















　　

（様式第３号）

令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業計画書

	１　就業形態

	契約種別
· 雇用   □ 業務委託　□ その他（　　　　　　　　　　）
· 期間の定め無し　□ 期間の定め有り
　　　　　　　　（　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）

	契約締結日
	　　年　　月　　日
	就業開始日
	　　年　　月　　日

	２　プロフェッショナル人材の経歴

	氏名
	

	生年月日・年齢
	　　年　　月　　日（満　　　歳）

	直近の就業事業所
	（事業所名）

（事業所所在地）


	経歴概要
	（現職の業務内容に係る実務経験年数及びその内容を記載）


	その他特記事項
	

	３　プロフェッショナル人材を活用して行う事業の概要

	従事先事業所
	（事業所名）

（事業所所在地）


	従事部署・役職
	（部署）　　　　　　　　　　　　（役職）

	従事内容
	□　経営管理　　□　販路拡大　　□　生産性向上　　
□　事業分野拡張　　□　その他（　　　　　　　　　）　　　

	従事内容の詳細とそれに伴う人材の必要性
	




（様式第４号）

令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業計画内訳書

	従事日
	内　訳
	補助事業に要する
経費
	補助対象外経費
	補助対象
経費

	
　/
	
　　/        ～　　　　/

（鉄道賃）
　　　円×往復＝　　　円
（航空運賃）
　円×往復＝　　　円

（自家用車・タクシー利用車賃）
＠37円×　　km
×往復＝　　円
（１円未満切捨て）
（宿泊費）
　　円×　泊＝　　　円
宿泊地：
（上限額：税込10,000円/泊）
	
	
	

	/
	
	
	
	

	  /
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	　　　　　
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	計　①
	円

	補助金交付申請額　
①の1/2以内
（限度額500千円、1,000円未満切捨）
	円


※交通費及び宿泊費の算定は、富山県職員等の旅費に関する条例（昭和32年
富山県条例36号）等の合理的な基準に準ずるものとする。
※鉄道に関しては、グリーン料金、グランクラス料金を除く額を対象とする。
　　

（様式第５号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富人活第 　　　 号
    年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

富山県人材活躍推進センター
会　長　新 田 八 朗　　

令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付決定通知書

　　年　月　日付けで申請のあった標記補助金については、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

記

１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、交付申請書に記載のとおりとします。

２　補助対象経費及び補助金交付決定額は次のとおりとします。

補助対象経費　　　　金　　　　　　　円
　補助金交付決定額　　　　金　　　　　　　円

３　補助事業者は、補助事業に要する経費又は内容を変更しようとするときは、あらかじめ会長の承認を受けること。ただし、次に掲げる軽微な変更はこの限りでない。
(1)　補助事業に要する経費の20％以内の変更を行う場合
(2)　事業の目的及び効果に影響を及ぼさない範囲で内容を変更する場合

４　補助事業者は、事業完了後、速やかに実績報告書にその補助事業にかかる収支の状況を明らかにした書類を添えて、会長に報告しなければならない。

５　この補助金に係る経理については、他の経理と区分けして収入および支出の事実を明確にした帳簿および証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。

６　補助事業者は、要綱の規定に従わなければならない。






（様式第６号）
　　年　　月　　日


　富山県人材活躍推進センター
会長　新 田 八 朗　　殿

                              　所在地
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       
                　　　　　  　 
令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業費
補助金に係る変更承認申請書

年　月　日付け富人活第　　 号で交付決定のあった地域外副業・兼業人材活用促進事業について次のとおり計画を変更したいので、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱第７条第１号の規定により申請します。
　
	１　変更の理由
	




	２　事業内容に係る変更の概要
	変更前
	






	
	変更後
	







※事業計画書及び事業計画内訳書に準じた内容を新旧対比して記載又は添付すること。

（様式第７号）
年　　月　　日

　富山県人材活躍推進センター
会長　新 田 八 朗　　殿
                              　所在地
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       
                　　　　　  　 
令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業費
補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書

年　　月　　日付け富人活第　　 号で交付決定のあった地域外副業・
兼業人材活用促進事業について次のとおり補助事業を中止（廃止）したいので、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱７条第２号の規定により申請します。
	１　中止（廃止）の理由
	













	２　中止（廃止）の時期
	


　





（様式第８号）
　　年　　月　　日


　富山県人材活躍推進センター
会長　新 田 八 朗　　殿
                              　所在地
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       
                　　　　　  　 
令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業費
補助金の状況報告書

年　　月　　日付け富人活第　　　 号で交付決定のあった地域外副業・兼業人材活用促進事業について、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱第11条の規定により補助事業の遂行状況について報告します。
	１　報告すべき事項
	




	２　報告の内容
	













　




（様式第９号）
年　　月　　日

　富山県人材活躍推進センター
会長　新 田 八 朗　　殿
                              　所在地
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       
                　　　　　  　 
令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業費
補助金実績報告書

年　　月　　日付け富人活第　　　 号で交付決定のあった地域外副業・兼業人材活用促進事業について、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱第12条第1項の規定により、その実績を次の関係書類を添えて報告します。






関係書類
１ 事業実施報告書（様式第10号）
２ 事業実施報告内訳書（様式第11号）
３ 補助対象経費を支払ったことを証する書類（領収書、受領書等）
４ その他富山県人材活躍推進センターが必要と認める書類










（様式第10号）

令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業実施報告書

	
１　就業形態

	契約種別
· 雇用   □ 業務委託　□ その他（　　　　　　　　　　）
· 期間の定め無し　□ 期間の定め有り
　　　　　　　　（　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）

	契約締結日
	　年　　月　　日
	就業開始日
	　　年　　月　　日

	２　プロフェッショナル人材の経歴

	氏名
	

	生年月日・年齢
	　　年　　月　　日（満　　　歳）

	直近の就業事業所
	（事業所名）

（事業所所在地）


	経歴概要
	（現職の業務内容に係る実務経験年数及びその内容を記載）


	その他特記事項
	

	３　プロフェッショナル人材を活用して行った事業の概要

	従事先事業所
	（事業所名）

（事業所所在地）


	従事部署・役職
	（部署）　　　　　　　　　　　　（役職）

	従事内容
	□　経営管理　　□　販路拡大　　□　生産性向上　　
□　事業分野拡張　　□　その他（　　　　　　　　　）　　　

	従事内容の成果
	



（様式第11号）

令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業実施報告内訳書

	従事日
	内　訳
	補助事業に要する
経費
	補助対象
外経費
	補助対象
経費

	
　/
	
　　/        ～　　　　/

（鉄道賃）
　　　円×往復＝　　　円
（航空運賃）
　円×往復＝　　　円

（自家用車・タクシー利用車賃）
＠37円×　　km
×往復＝　　円
（１円未満切捨て）
（宿泊費）
　　円×　泊＝　　　円
宿泊地：
（上限額：税込10,000円/泊）
	
	
	

	/
	
	
	
	

	  /
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	　　　　　
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	　/
	
	
	
	

	計　①
	円

	補助金実績額　
①の1/2以内
（限度額500千円、1,000円未満切捨）
	円


※交通費及び宿泊費の算定は、富山県職員等の旅費に関する条例（昭和32年
富山県条例36号）等の合理的な基準に準ずるものとする。
※鉄道に関しては、グリーン料金、グランクラス料金を除く額を対象とする。

（様式第12号）
富人活第　　　　 号
　　年　　月　日

　　　　　　　　　　様

富山県人材活躍推進センター
会　長　新 田 八 朗


令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付額確定通知書


　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった標記補助金については、下記金額のとおり確定したので、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱第13条の規定により通知します。

記


補助金交付確定額　　　　金　　　　　　　円
















（様式第13号）
　　年    月    日


富山県人材活躍推進センター
会　長　新 田 八 朗　　殿

　　　　　　　　　　　　　　 
                              　所在地　
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       


令和３年度地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金精算払請求書


  　    年    月    日付け富人活第　　　号により補助金の額の確定通知があった標記補助金について、下記金額を交付されるよう、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱第13条の規定により請求します。
            
記


請求額       金   　　　　　　円



    振込先  金融機関名・支店名	：
            預金種類			：
            口座番号			：
　　　　　　口座名義（カナ）	：



